




次の時代を担う新入生へ 

 近畿大学人権委員会委員長 土屋 孝次 

 

 新入生の皆さん、入学おめでとうございます。 

さて、皆さんは近畿大学を構成するメンバーとなり、我々教職員や在学生、そして大学にか

かわる多様な人々とともに、人権について学んでいくことになります。 

皆さんも、「人が人である限り当然に認められる権利」、「多数決では奪われない権利」として

人権が保障されていることは、これまでの学校教育や社会の様々な活動の中で学んできたこと

でしょう。「人権は大切だ」「人権を守ろう」等々のスローガンを見聞きすることも多いでしょ

うし、身近な人権問題について考えることがあった人もいるでしょう。また、ニュース報道や

インターネットにより、人権問題に関する情報に接する機会が増えているのも事実です。 

それでは現代社会において、大学生が人権について改めて学ぶ意味、高度な専門教育を行う

大学全体として人権教育に取り組む意義はどこにあるのでしょうか。 

 まず、人権の重要性から、人権教育が年齢を問わずに行われるべきことがあります。第 49回

国連総会は「人権のための国連十年」の中で、人権教育について「生涯にわたる総合的な過程

である」と定義付けています。大学生となった皆さんが特別に人権教育を受けるのではなく、

それは生涯続く学びの一環であると考えられているのです。近畿大学は、このような人権教育

の理念を当然のものと考え、全学的取り組みとして真摯に実行してきているのです。 

次に、人権問題自体が多様化しており、その解決に向けて新たな視点、多角的な検討が必要

となっていることが挙げられます。これはまさに、高等教育機関である大学において実施可能

な事項です。大学では、人権に関する質の良い情報を収集し、いろいろな立場の人と、場合に

よっては様々な言語を用いて議論をすることができます。人権問題が発生している具体的現場

に臨み、場合によれば相反する利益を衡量して実現可能な解決プランを策定する能力は、大学

教育においてこそ育むことができるのです。ここに、大学における実践的教育として、高等教

育機関のカリキュラムに合致した人権教育を組み込む意義があります。 

近畿大学は、皆さんを高度な専門知識・技能を備えた人物として社会に送り出します。その

際には、人権に関する体系的・実践的知識を習得し、高度かつバランスのとれた人権に関する

知見と人権感覚を身につけるべきであると考えています。長年にわたって議論されてきた人権

問題に加えて、新しい問題、例えば科学技術の進化やグローバル化の進展、インターネットに

おける情報流通過程に関わる人権問題、新型コロナウィルス感染症の蔓延等により発生した課

題等を的確に認識し、その解決に向けて想像力を持って検討できるようになること、これこそ

が次の時代を担う大学生に求められている力であると考えています。 

 本冊子『人権確立への認識と実践をもとめて』を活用し、近畿大学内外において実施される

人権教育にかかわるイベントに積極的に参加し、有意義な学生生活を送ってください。 
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（各年末現在）

法務省発表　在留外国人統計より作成
※2012年7月  制度変更のため  1986～2010年は旧外国人登録者数、2012年以降は在留外国人数を記載

国籍・地域別在留外国人数の推移

1 .　日本国内の在留外国人数
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1 あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約　（人種差別撤廃条約） 1965.12.21 1969.01.04 182 1995.12.15

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約　（社会権規約） 1966.12.16 1976.01.03 171 1979.06.21

選択議定書
*　
（個人通報制度） 2008.12.10 2013.05.05 26

市民的及び政治的権利に関する国際規約　（自由権規約） 1966.12.16 1976.03.23 173 1979.06.21

第1選択議定書
*　
（個人通報制度） 1966.12.16 1976.03.23 117

第2選択議定書　（死刑廃止）
* 1989.12.15 1991.07.11 90

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約　（女性差別撤廃条約） 1979.12.18 1981.09.03 189 1985.06.25

選択議定書
*　
（個人通報制度） 1999.10.06 2000.12.22 115

拷問及びその他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約
（拷問等禁止条約）

1984.12.10 1987.06.26 173 1999.06.29

選択議定書*　（拷問等防止小委員会） 2002.12.18 2006.06.22 91

児童の権利に関する条約　（子どもの権利条約） 1989.11.20 1990.09.02 196 1994.04.22

武力紛争における児童の関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書 2000.05.25 2002.02.12 172 2004.08.02

児童売買、児童買春および児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書
（売買春選択議定書）

2000.05.25 2002.01.18 178 2005.01.24

児童の権利に関する条約の選択議定書　（個人通報制度及び調査制度）
* 2011.12.19 2014.04.14 49

7 全ての移住労働者及びその家族の権利保護に関する条約
*　
（移住労働者権利条約） 1990.12.18 2003.07.01 58

障害者の権利に関する条約　（障害者権利条約） 2006.12.13 2008.05.03 185 2014.1.20

選択議定書
*　
（個人通報制度） 2006.12.13 2008.05.03 100

9 強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約　（強制失踪条約） 2006.12.20 2010.12.23 68 2009.7.23

難民の地位に関する条約　（難民条約） 1951.07.28 1954.04.22 146 1981.10.03

難民議定書 1967.01.31 1967.10.04 147 1982.01.01

11
国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び
処罰するための議定書（人身取引議定書）

2000.11.15 2003.12.25 179 2017.7.11

12 集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約　（ジェノサイド条約）
* 1948.12.09 1951.01.12 153

13 戦争犯罪及び人道に対する罪に対する時効不適用に関する条約
* 1968.11.26 1970.11.11 57

14 婦人の参政権に関する条約 1953.03.31 1954.07.07 123 1955.07.13

15 既婚婦人の国籍に関する条約
* 1957.01.29 1958.08.11 75

16 婚姻の同意、最低年齢及び登録に関する条約
* 1962.11.07 1964.12.09 56

17 無国籍者の地位に関する条約* 1954.09.28 1960.06.06 96

18 無国籍の削減に関する条約
* 1961.08.30 1975.12.13 78

奴隷改正条約
**

1926年の奴隷条約
* 1926.09.25 1927.03.09 -

***

1926年の奴隷条約を改正する議定書
* 1953.10.23 1953.12.07 61

1926年の奴隷条約の改正条約
** 1953.12.07 1955.07.07 99

奴隷制度、奴隷取引並びに奴隷制度に類似する制度及び慣行の廃止に関する補足条約
* 1956.09.07 1957.04.30 124

20 人身売買及び他人の売春からの搾取の禁止に関する条約 1949.12.02 1951.07.25 83 1958.05.01

21 アパルトヘイト犯罪の禁止及び処罰に関する国際条約
* 1973.11.30 1976.07.18 110

22 スポーツ分野における反アパルトヘイト国際条約
* 1985.12.10 1988.04.03 63

19

8

10

    （2022年10月1日現在）

*** 国連ホームページ上に締約国数の記載のないもの。

（5）国連が中心となって作成した人権関係諸条約一覧

採択年月日 発効年月日 締約国数
日本の

締結年月日
条約名

2

3

4

5

6

** 「1926年の奴隷条約を改正する議定書」により改正された「1926年の奴隷条約」が「1926年の奴隷条約の改正条約」である。締約国となる方法には 、(1)改正条約の締結
と、(2)奴隷条約の締結及び改正議定書の受諾との二つがある。

* 　日本が未加盟の条約については仮称。
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（６）  同和対策審議会答申（抄）
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（7）  部落差別の解消の推進に関する法律 
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　大阪府部落差別事象に係る調査等の
規制等に関する条例

（８）
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（10） （抄）
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　（11）  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（抄）
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　（１２）  本邦外出身者に対する不当な差別的言動の
解消に向けた取組の推進に関する法律
（ヘイトスピーチ対策法）
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（15）近畿大学人権教育のための国連10年行動計画（抄）
（2001年～2012年）
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